
提案書の記載事項 
 
 
一 下記の内容について、ご提案及びご説明をお願いいたします。 
  なお、記載事項は平成１８年１２月末日現在で記載して下さい。１２月末日現在でない

場合は、具体的な年月日を明記願います。 
 
 Ⅰ 監査法人等の概要 
    １．名称、代表者氏名、所在地（本部及び担当部署）、出資金（資本金） 
    ２．平成１７年度業務収入（営業収益） 
    ３．平成１７年度経常利益（平成１７年度当期利益） 
    ４．社員数（公認会計士（代表社員、社員内訳）） 
    ５．職員数（公認会計士、会計士補、その他の職員内訳） 
    ６．国立大学法人監査専任スタッフ数 
    ７．国内拠点数、国立大学法人信州大学担当事務所（所在地） 
 
    上記については、内容が網羅されている法人の案内等（印刷物）のご提出で構いま

せん。 
 
 Ⅱ 国立大学法人等に関連する業務実績 
    １．日本公認会計士協会への委員等の派遣実績（会議等名称、参加者名、就任期間） 
    ２．国立大学法人の法定監査業務実績（法人名、対象年度） 
       上記のうち、附属病院、農学部（農場、演習林）を有する法人名 
    ３．独立行政法人の法定監査業務実績（法人名、対象年度） 
    ４．私立大学の法定監査業務実績 
       上記のうち、附属病院を有する大学名 
    ５．国立大学の法人化支援業務実績（大学名、支援年度、支援内容） 
 
 Ⅲ 国立大学法人信州大学に対する会計監査等の提案内容 
    １．監査実施の基本方針及び考え方（着眼点、重点項目） 
    ２．監査実施方法の概要（監査の種類等） 
    ３．監査における指導的機能に対する考え方 
    ４．監事との連携に対する考え方 
    ５．監査計画（監査実施日程） 
    ６．要員計画（監査チーム構成、監査従事予定者、サポート体制） 
       上記、監査従事予定者の国立大学法人、独立行政法人での業務実績 
    ７．本学における監査の執務方法（執務スペースなどの考え方） 
 



 Ⅳ 監査報酬見積 
    １．概算見積額（旅費等の必要経費を含む） 
    ２．概算見積額の算定内訳 
 
 Ⅴ その他参考となる事項 
    １．国立大学法人法第３５条の規定で読み替える独立行政法人通則法第４１条で準

用する株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第４条第２項（第２号

を除く）に該当しないことの証明。 
    ２．貴社の概要を記載したパンフレットを添付願います。 
    ３．本件内容の問い合わせ先、ご担当者を記載願います。 
 
 
二 その他、ヒアリング、審査方法等 
 
 １．ヒアリングについて 
    提案書を提出して頂いた方には、別途ご提案についてのヒアリングを行う場合があ

ります。なお、行う場合の日時等については、後日ご連絡申し上げます。 
 ２．審査方法について 
    ご提案された提案書の内容について、本学策定の「会計監査人候補者選定基準」に

基づいて審査を行います。 
 ３．提案内容の取扱いについて 
    ご提案された内容については、会計監査人候補者選定以外に無断で使用することは

ありません。 
 ４．参考資料について 
    参考資料として「信州大学概要」・「国立大学法人信州大学会計規則」等を配布いたしま

すので、「提案書の提出先及び問い合わせ先」へ連絡願います。 
 


